
第１（目的）

第２（実施内容）

１．工事関係書類の簡素化

(1) 受発注者間にて、契約後、速やかに「工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協
議対応】」により、簡素化の実施項目や適用書類について協議し、作成する工事関
係書類を明確化する。

(2) 発注者は、設計図書において提出が義務付けられていない書面の提出は求めないも
のとする。

２．工事関係書類の取扱い

(1) 受注者から提出された実施工程表、施工計画書、施工図等、工事写真、その他これ
らに類する施工、試験等の報告及び記録に関する工事関係書類は、監督職員が適切
に整理、保管し、再提出は求めないものとする。

３．公表及び周知

(1) 発注者は、「工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】」、「施工計画
書の記載例」を北陸地方整備局営繕部のホームページに公表し、広く周知する。

(2) 発注者は、工事関係書類の書式、記載例等を受注者に提供することにより、工事書
類の作成時間短縮を図るものとする。

第３（試行の適用）

北陸地方整備局営繕部及び金沢営繕事務所が行う営繕工事において、より一層の工事関
係書類の簡素化により、受発注者間相互の業務の効率化、工事目的物の品質向上を目指
し、工事関係書類の徹底した簡素化を図る試行を実施する。

平成30年10月15日以降に入札手続きを開始する工事を対象として適用する。
なお、既契約工事においても受発注者間の協議により適用することができる。

営繕工事における工事関係書類の簡素化の試行

R3.6.版



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

Ⅰ．契約直後

1-1 ● １ １
契約後
１４日以内

契約書第３
条 (契約時の）工程表

1-2 □ １ １
前払金請求
時

契約書第３
５条

1-3 □ 請求書（国債前金払） １ １
前払金請求
時

契約書第４
１条

※該当する場合に提出
する。

1-４ ● １ １
契約後
１４日以内

契約書第３
条

1-5 ● １ １
契約後
速やかに

契約書第１
０条

1-6 ● １ １
契約後
１か月以内

建設業対職
員共済普及
徹底に関す
る措置につ
いて
（H11.3.3
1付建設省
厚契第２２
合）

対象となる下請業者が
いない場合は、購入し
ない理由を記載し提出

1-7 ● 対象 － １
契約後
速やかに

契約書第５
７条・現場
説明書

火災保険加入状況がわかる証券
等の写し、保険会社の証明書等
を施工計画書に添付することで
省略

1-8 ● 対象 － １
契約後
１０日以内

現場説明
書・標仕

登録機関に登録されたことを証
明する資料を提出することで省
略

1-9 □ － １
契約後
速やかに

現場説明書
受注者が必要に応じて
提出

1-10 □ － １
契約後
速やかに

現場説明書 該当する場合のみ提出

Ⅱ．工事着手時

2-1 □ － １ 発生時

契約書代１
９条の２
現場説明書
（公共建築
工事標準様
式）

2-2 □ 対象 － １ 着工前
特記仕様
書・標仕

電気工事がある場合全
て

電気保安技術者の氏名その他必
要事項を総合施工計画書に記載
し、資格証明等を添付する等で
省略

2-3 □ 対象 － １ 着工前
標仕
（仮設電力
等）

工事用電力設備の保安責任者の
氏名その他必要事項を総合施工
計画書に記載し、資格証明等を
添付する等で省略

2-4 □ 対象 － １ 着工前
現場説明
書・
標仕

技能士の氏名その他必要事項を
工種別施工計画書に記載し、資
格証明等を添付する等で省略

2-5 □ 対象 － １ 着手前 標仕
建築工事で該当がある
場合

必要により、施工管理技術者の
資格及び能力を証明する資料を
工種別施工計画書に記載するこ
とで省略
（対象：場所打ちコンクリート
杭地業、Ⅰ類コンクリートの製
造工場、鉄骨製作工場、鉄骨工
場の溶接作業及び溶融亜鉛めっ
き高力ボルトの接合、等）

2-6 ● 対象 － １ 着工前

現場説明書
（公共建築
工事標準様
式）

緊急連絡の体制を総合施工計画
書に記載することで省略

2-7 ● 対象 － １ 着手前 現場説明書

建設工事公衆災害防止対策要綱
(建築工事編)に基づく工事現場
の安全対策を総合施工計画書へ
の記載により省略

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)

工事工程表

請求書（前払金）

請負代金内訳書

現場代理人等通知書

番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

電気保安技術者通知書（資格
及び経歴書）

工事用電力設備の保安責任
者通知書

技能士通知書

施工管理技術者通知書

緊急連絡体制

工事安全計画書

建設業退職金共済制度の掛
金収納書

火災保険等加入状況報告書

工事実績情報登録報告書

ISO９００１認証取得活用
監督業務申請書

建設リサイクル法第１２条

契約後VE提案書



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅱ．工事着手時

2-8 ● － １
着手時
変更の際は
随時

公共工事の
入札及び契
約の適正化
の促進に関
する法律第
１５条・建
業法第２４
条の７・現
場説明書・
標仕

下請契約締結した全
ての工事が対象
（平成２７年４月１
日以降より適用）
施工体制台帳に建設
工事従事者に関する
事項（作業員名簿）
を記載する。

2-9 ● － １
着手時
変更の際は
随時

建業法第２
４条の７・
現場説明
書・標仕

建設業法第24条の7第
4項の規定に基づき作
成した場合に提出

2-10 □ － １ 着手時
建業法第２
４条・現場
説明書

建設業法第24条の7第
4項の規定に基づき作
成した場合に提出

2-11 □ 対象 － １ 着手時
契約書第７
条

施工体制台帳を提出することで
省略

2-12 □ 対象 － １ 着手時 －

資格の確認を要する場
合や特に厳しいセキュ
リティを求められる施
設で事前登録が必要な
場合など

施工体制台帳を提出することで
省略

2-13 ● － １ 着手前 標仕

2-15 □ 対象 － １ 着手前 施工計画書への記載により不要

2-16 ● － － 着手前 標仕

2-17 ● － １ 着手前 標仕
新築又は増築の場合の
み発注者より提示

2-18 ● － １
着手前
(工事中)
(完成時)

現場説明書

工事発注方式が「施工
能力評価型Ⅰ型」又は
「技術提案評価型S
型」で技術提案があっ
た場合に作成チェック
し、施工段階、完成段
階においても履行状況
をチェックする。

2-14 ● 対象

工種別施工計画書（A）

施工体制台帳

施工体系図

工事担当技術者台帳（写真）

下請負者通知書

作業員名簿

総合施工計画書

工種別施工計画書(E)

工種別施工計画書(M)

主要（資材・機材）発注先通知
書

実施工程表

建物位置等確認同意書

－ １ 着手前 標仕

１．工種別の施工計画書は、各
工種の工事量が少量の場合は、
複数の工種をまとめて作成が可
能
２．各種施工計画書の作成に当
たり、重複する内容は、省略す
ることが可能
３．作成に当たり、別紙１によ
り作成の要否を協議

総合評価施工計画書、総合評
価実施報告書、総合評価施工
計画書チェックリスト



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅲ．工事中

3-1 □ － １ 随時

現場説明
書・
建設工事に
係る資材の
再生資源化
に関する法
律第１２条
及び１３条

3-2 ● 対象 － １ 毎　週 標仕

3-4 ● － １ 随時 標仕

3-5 ● － １ 随時 標仕

3-6 ● － １ 随時 標仕

3-7 □ － １ 機材発注前
特記仕様
書・標仕

3-8 ● 対象 － １ 材料搬入後 標仕

報告は、主要材料のみとし、以
下のどちらかで簡素化が可能
１．工事材料搬入一覧表に材料
搬入の都度記載することでの省
略
２．工事週報等の｢施工報告欄｣
に搬入した旨の記載により省略
が可能。（月間工程表のみの場
合は、必要に応じ「施工報告
欄」を設けても良い。）

3-9 ● 対象 － １
一工程毎の
施工完了後

標仕

以下のいずれかの簡素化が可能
１．監督員へメールによる報告
で省略
２．工事週報等の｢施工報告欄｣
に完了した施工内容の記載によ
り省略が可能。

※上記報告は、受注者による施
工品質の確認後とし、施工の写
真が残されている事を原則と
し、写真添付は不要。

3-10 □ 対象 － １
休業予定の
１週間前

必要な場合は現場の休止期間そ
の他必要事項を月間工程表又は
工事週報に記載することで省略

3-11 □ 対象 － １
休業後の１
週間以内

月間工程表又は工事週報に保安
結果を記載し、定例時等で口頭
報告、議事録作成により省略

3-12 □ 対象 － １ 発生時 標仕 必要に応じて提出
必要な場合は作業日時その他必
要事項を月間工程表又は工事週
報に記載することで省略

3-13 □ － １ 発生時 標仕 必要に応じて提出

3-14 □ － １ 発生時 現場説明書

3-15 □ － １ 発生時 現場説明書 特記がある場合に提出

3-16 □ － 1 発生時 現場説明書
受注者が必要に応じて
提出

3-17 □ 対象 － １ 随時 標仕
月間工程表又は週間工程表に進
捗度を記載の場合は省略

3-18 □ － １ 発生時 現場説明書 該当する場合のみ提出

3-3 ●
月間工程表

－ １ 毎　月 標仕
月間工程表【簡素化版】

再生資源利用計画書及び促
進計画書

週報（３週工程表、施工報告）
原則、週報のみ簡素化対象とし、
月間工程表を使用することで省略

現場休止届

現場休止時保安体制結果報
告

休日夜間作業通知書

発生材報告書

発生材引渡書

建設発生土搬出関係資料
（搬出先、搬出距離、受入
状況）

定例会議議事録

工事打合せ書

施工図

機器承諾図

工事材料搬入報告書

施工報告書（一工程毎の施工
報告書含む）

高度技術・創意工夫社会牲等
に関する実施状況

工事進捗状況報告書

NETIS活用申請書



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅲ．工事中

3-19 □ 対象 － １ 発生時
現場説明書
標仕

マニフェスト以外の関
係資料を提出

マニフェストは提示するのみで
提出は不要。

3-20 □ 対象 － １ 機材発注前 標仕
カタログ等の写し、現物確認出
来る場合は省略

3-21 □ － １ 機材発注前 特記仕様書
同等品を使用する場合
のみ提出

3-22 □ 対象 － １
色彩決定希
望１ヶ月前

標仕
軽微の場合は、カタログ、見本
提出で省略

3-23 □ 対象 － １
立会い予定
の１週間前

契約書第１
４条 必要に応じて提出

必要な場合は実施日を月間工程
表又は工事週報に記載すること
で省略

3-24 □ 対象 － １ 使用時 現場説明書
パソコン等で写真データの確認
が可能であれば、印刷は省略

3-25 □ 対象 － １
検査予定の
１週間前

契約書第１
３条 必要に応じて提出

必要な場合は実施日を月間工程
表又は工事週報に記載すること
で省略

3-26 □ － １
発生後直ぐ
に

3-27 □ １ １ 変更時
契約書第
１０条

現場代理人等を変更す
る場合のみ提出

3-28 □ １ １

契約書第２２
条（無償）・
４５条（有
償）

3-29 □ １ １
発生後直ぐ
に

契約書第３
０条

3-30 □ １ １

契約締結の
日から12月
を経過した
後

契約書第２
６条

受注者が必要に応じて
提出

3-31 □ － １ 総合調整前
標仕(機械設
備)

機械設備工事で必要な
場合に提出

3-32 □ － － －

□ － １
検査予定１
週間前

保安規定細
則第８条

□ － １
検査後速や
かに

保安規定細
則第８条

□ － １
受電の１ヶ
月前

保安規定細
則第８条

□ － １
作業１週間
前

保安規定細
則第８条

Ⅳ．中間技術検査及び中間前払時

4-1 □ － １
技術検査要
求時

契約書第３
７条

受注者が必要に応じて
提出

4-2 □ － １ 検査要求時
契約書第３
７条

受注者が必要に応じて
提出

4-3 □ １ １ 認定要求時
契約書第３
４条

受注者が必要に応じて
提出

4-4 □ １ １
認定書受理
後

契約書第３
４条

受注者が必要に応じて
提出

色彩計画要求書（及び色彩
計画決定通知書）

立会い請求書

低騒音・低振動型建設機材
の使用状況
（排出ガス対策型建設機械
の使用状況含む）

工事材料場外検査願

工事現場被害状況報告書

現場代理人変更通知書

産業廃棄物等処分関係資料
（搬出距離、処分費、処分
地、ﾏﾆｭﾌｪｽﾄ）

材料の品質等を証明する資
料

同等品使用願

法定自主検査要領書

法定自主検査試験成績
書

総合試運転計画書

作業計画書

中間技術検査出来形報告書

工期延期届

天災その他不可抗力による損
害通知書

賃金又は物価の変動に基づく
請負代金額の変更請求

総合調整計画書

営繕工事事業用電気工作物

北陸地方整備局営繕工
事事業用電気工作物保
安規定が適用されてい
る場合のみ提出

出来形数量算出書

認定請求書（中間前払金）

請求書（中間前払金）



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅴ．既済部分検査時

5-1 □ １ １
既済部分検
査要求時

契約書第３
８条

受注者が必要に応じて
提出

5-2 □ １ １
既済部分検
査要求時

標仕
受注者が必要に応じて
提出

5-3 □ １ １
既済部分検
査要求時

契約書第３
８条

受注者が必要に応じて
提出

5-4 □ １ １
既済部分検
査要求時

契約書第３
８条

受注者が必要に応じて
提出

5-5 □ １ １
既済部分検
査後

契約書第３
８条

受注者が必要に応じて
提出

5-6 □ １ １
既済部分検
査後

契約書第３
８条

受注者が必要に応じて
提出

Ⅵ．指定部分検査時

6-1 □ １ １
指定部分完
成時

契約書第３
９条

指定部分がある場合の
み提出

6-2 □ １ １
検査合格通
知書受理後

契約書第３
９条

指定部分がある場合の
み提出

6-3 □ １ １
検査合格通
知書受理後

契約書第３
９条

指定部分がある場合の
み提出

6-4 □ １ １
検査合格通
知書受理後

契約書第３
９条

指定部分がある場合の
み提出

Ⅶ．変更契約時

7-1 □ １ １
変更契約後
１４日以内

契約書第３
条

変更契約がある場合の
み提出

7-2 □ １ １
変更契約後
１４日以内

契約書第３
条

変更契約がある場合の
み提出

7-3 □ 対象 － １
変更契約後
１０日以内

現場説明
書・標仕

工期、技術者に変更が
生じた場合のみ

登録機関に登録されたことを証
明する資料を提出することで省
略

7-4 □ － １ 変更契約後
現場説明
書・標仕

変更契約がある場合の
み提出

Ⅷ．完　成　時

8-1 ● 対象 － １ 完成時 現場説明書

事後評価は、計画した項目に対
し、実施項目｢○｣、未実施項目
｢×｣及びその理由を記載するこ
とで省略

8-2 ● 対象 － １
工事完成後
１０日以内

現場説明
書・標仕

登録機関に登録されたことを証
明する資料を提出することで省
略

8-3 ● １ １ 完成時
契約書第３
２条

8-4 ● １ １ 完成時
契約書第３
２条

8-5 ● １ 1 完成時
契約書第３
３条

8-6 ● 対象 － 1 完成時
特記仕様
書・標仕

パソコン等で写真データの確認
が可能であれば、印刷は省略。
ただし、電子データによる提出
は必要

8-7 ● － 1 完成時 標仕

8-8 ● － 1 完成時

現場説明
書・
建設工事に
係る資材の
再生資源化
に関する法
律第１２条
及び１３条

8-9 ● － １
工期末又は
検査日（工
期内）

現場説明書
電子納品要
領

部分払出来形状況図

請求書（部分払金）

請求内訳書

指定部分完成通知書

指定部分引渡書

請求書（指定部分完済払金）

請負工事既済部分検査要求
書

実施工程表

部分払出来形数量算出書

工事実績情報登録報告書（竣
工時）

工事完成通知書

引渡書

請求書（完成代金）

工事写真

確定実施工程表

請求内訳書

工事（変更）工程表

請負代金（変更）内訳書

工事実績情報登録報告書（途
中変更時）

変更実施工程表

工事安全計画事後評価書

再生資源利用計画書(実施
書)及び促進計画書(実施書)

電子媒体納品書



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅷ．完　成　時

8-10 ● － １
工期末又は
検査日（工
期内）

現場説明書
電子納品要
領

8-11 □ － １ 完成時

建設業対職
員共済普及
徹底に関す
る措置につ
いて
（H11.3.3
1付建設省
厚契第２２
合）

8-12 □ － － 完成時
現場説明
書・標仕

8-13 □ 対象 － － 完成時 標仕 最終承諾図の写しでも可能

8-14 □ － － 完成時
特記仕様
書・標仕

特記がある場合に提出
（但し、電気設備工事
及び機械設備工事は不
要）

8-15 □ － － 完成時

□ － － 完成時 標仕 特記がある場合に提出

□ － － 完成時 標仕

□ － － 完成時 標仕

□ － － 完成時 標仕 該当する場合のみ提出

□ － － 完成時 標仕

□ － － 完成時 標仕 主任監督員と協議

8-16 □ － １ 完成時 主任監督員と協議

8-17 □ － １ 完成時 標仕

8-18 □ － １ 修補完了時
契約書第３
２条 主任監督員と協議

8-19 □ － １ 要求時
契約書第１
２条 主任監督員と協議

8-20 □ － １ 完成時 主任監督員と協議

8-21 □ － １
手直し完了
時

主任監督員と協議

Ⅸ．調査関係

9-1 □ － １ 着手前
現場説明
書・
標仕

特記がある場合に提出

9-2 □ － １ 着工前 現場説明書 特記がある場合に提出

9-3 □ － １ 完成時 現場説明書 該当する場合のみ提出

9-4 □ － １ 対象時期 現場説明書 別途対象工事通知

9-5 □ － １
工事中・完
成時

現場説明書
標仕 特記がある場合に提出

9-6 □ － １ 着手前 現場説明書 特記がある場合に提出

完成写真

保全に関する資料

建築物等の利用に関す
る説明書

機器取扱い説明書

機器性能試験成績書

官公署届出書類の写し

電子納品履行確認チェックリ
スト

下請負人退職金制度及び証
紙貼付報告書

完成図、国有財産登録図

機器完成図

工事手直し承諾書

工事手直し完了届

木材等の合法性、持続可能性
の証明書

家屋調査報告書

低入札価格調査報告書

公共事業労務費調査票

主要機器一覧表

総合調整報告書

検査指摘事項書

予備品等引渡書

修補完了報告書

是正等措置請求書（受注者→
発注者）

室内空気中の化学物質の測
定結果報告

六価クロム溶出試験結果報
告書



工事名称 協議日

協議者

注　意：１）工事書類については監督職員と協議し受注者独自の書式としてもよい。
２）紙と電子データでの二重提出は求めないこととする。
３）提出先数の数量には、受注者保管分は含まれていない。

契約・
会計総
務

保監
金沢

工事関係書類一覧表【工事関係書類簡素化協議対応】

（受注者） （発注者）

簡素化の試行内容(方法例)番号

書類提出要
否
（●は必
須、□は該
当する場合
■として要
とする）

簡素化
試行対
象

協議結
果
(する、
しない)

工事書類名

提出先

提出時期
根拠規定
等

備考

Ⅸ．調査関係

9-7 □ － １ 着手前
現場説明書
標仕 特記がある場合に提出

9-8 □ － １ 着手前
現場説明書
標仕 特記がある場合に提出

9-9 □ － １ 着手前 現場説明書 特記がある場合に提出

9-10 － １ 着手前

現場説明書
建設汚泥の
再生利用に
関するガイ
ドライン

特記がある場合に提出

9-11 □ － １ 工事中 現場説明書 該当する場合のみ提出

9-12 □ － １
工事中・完
成時

現場説明書 該当する場合のみ提出

9-13 □ － １
工事中・完
成時

現場説明書 該当する場合のみ提出

9-14 □ － １ 完成時 現場説明書

9-15 □ － １

週休二日促進工事のモ
ニタリングのためのア
ンケート調査など該当
する場合は提出

Ⅹ．書類のまとめ方

10-1 － －

Ⅺ．事故対応書式

11-1 － １
事故発生時
直ちに

11-2 － －
事故発生時直ちに確認
し、対応

Ⅻ．発注者から受注者へ提出書類

12-1 － － 契約時

12-2 － － 契約時

12-3 － － 契約時

12-4 － － 契約時

12-5 － － 着手時

12-6 － －
契約書第34
条１項

発注者から契約書33
条（部分使用）に係る
協議があった場合

電波障害調査報告書

木材活用状況報告書

緑化面積率等調査票

共通費実態調査

その他の調査報告書

工事完成書類のまとめかた

石綿含有建材事前調査報告
書

ＰＣＢ含有量判定結果報告書
（ＰＣＢ含有シーリング材）

土壌汚染調査報告書

建設汚泥の再生利用に関す
る実施要領（要領様式２～
４）

特定元方事業者及び統括完
全衛生管理義務者の指名

一部使用関する覚書書

事故対応書式（報告）

事故対応マニュアル（工事
受注者用）

現場説明書

質問回答書

特記仕様書

図面




